
平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

98.6

納税課長
高梨　顕彦

98.6

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 98.5

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

98.3

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

68,000

納税課長
高梨　顕彦

68,247

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 60,125

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

67,250

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

28件

課税課長
佐藤　貴泰

28件

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 23件

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

31件

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

99.4

課税課長
佐藤　貴泰

99.4

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 99.3

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

98.5

行財政改革の推進

単位当たり
コスト

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

計画を推進していくために 03-02施策番号・名 03 財政基盤の構築

81,234 122,315

上乗せ

該当
給付
事業

制度改正の
余地がある 　

廃止予定
の有無

根拠
法令
等

3,136 67,454 62,868

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

29年度の方向性 現状維持

107,274 61,365

総合評価（課題・方向性）：督促状発
付件数が前年度より減少しており、コ
ンビニエンスストアでの収納を開始し
たことが一定の効果をあげたと考えら
れる。収納管理事務は督促状の発付、
収納金の消込、過誤納金の還付・充当
など法定事務が主となるため、方向性
は現状維持となる。

133,458 1,616

113,099 60,666 182,981

業務フローに改
善の余地がある 　

補助
金

指定
管理

一部
委託

全部
委託

2,274

2,253

75,595 110,546 3,272

達成度

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

03-02-01

納税課
管理係

収納管理事務

財政健全経営計画
実行プラン

①督促状の発付
②過誤納金の充当還付
③口座振替の受付及び促進

終期

対象

市税納税義務者
後期高齢者医療保険料納付義
務者

督促状発
付件数

西東京市

地方税法、地方税法施行令、高齢者の医療の確保に関する法律、東久留米市税条例

 直営
（委託無）

市税及び後期高齢者医療保険
料現年度分の徴収率の増加

事業
内容
・

活動
手段

東村山市 清瀬市

外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

対象

横出し

小平市
目的
・

意図

　

説明：収納管理事務は法に基づいた義務
的な要素が強いため事務内容を大きく変
更することはできないが、運用を改善す
るなどして効率性の向上を図る。

業務フローに改
善の余地がある ☑ 制度改正の

余地がある 　

7,210 8,340 41

市税滞納
者

117,325 13,603

市税等徴
収率（現
年度分）

114,188 15,837

効率性 4
105,848

82,595

説明：督促状の発付、過誤納金の還付な
ど法定事務であるため業務フロー、制度
共に改正の余地はない。

効率性 3

171,911

70,590

9,216

29年度の方向性 現状維持

地方税法、国税徴収法、高齢者の医療の確保に関する法律等

8,459 8,377 0 8,377 107,068 115,445 13,648

説明：税及び税以外の市債権について、
市民負担の公平性及び財源確保の観点か
ら、法令に則った滞納整理を行う。
税以外の市債権も含めた滞納整理を、適
正で効率的に行えるよう、納税課や関係
各課の事務分掌の見直しが必要となる。

総合評価（課題・方向性）：引き続
き、適正で効率的な滞納整理に取り組
み、現在の徴収率を維持できるように
滞納整理業務に取り組む。
また、税以外の市債権の管理について
は、まず強制徴収公債権（保育料、介
護保険料）の一元徴収に向けた体制を
作るために、担当課と調整しながら作
業を進める。
今後、債権管理については、市として
共通認識に基づいた全庁的な取り組み
が行えるような体制を整えていく。

事業
内容
・

活動
手段

①電話・来庁による納税相
談、休日・夜間窓口開催
②文書（催告書）等による催
告
③滞納処分（差押・交付要
求・公売）
④納付委託（小切手などによ
る納付）
⑤財産調査・捜索の実施

滞納整理
件数(滞納
期別毎の
件数)

8,299

7,076 109,690

達成度 　

説明：滞納者数の減少に努めているが、
滞納解消困難案件の数が増加しているこ
とから、各種調査や滞納処分に関する事
務の質及び量が増加している。

559
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

東村山市 清瀬市 西東京市

8,625 7,635

小平市

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市税（市都民税、固定資産税・
都市計画税、軽自動車税、法人
市民税）国民健康保険税、後期
高齢者医療保険料 滞納者

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

納税環境の整備により、滞納
発生抑制をはかる。滞納発生
後の迅速な財産調査・滞納処
分（差押等）の執行。正確な
担税力の把握により、早期の
滞納解消を目指す。

03-02-02

納税課
納税係

滞納整理事務

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

03-02-04

課税課
市民税係

法人市民税申告納
税事務

1,469 8,365 9,834 3,510
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

西東京市

2802 1,469

2984 1,813

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

地方税法・税条例等に則った
適正な税額を決定する。

効率性 3 達成度 　

説明：
法人市民税の一部国税化に伴う税率改正
があった。法人市民税の申告書に説明文
書を同封する等の広報活動により、問い
合わせを抑制することができ、その結果
一定の効率は維持できたと考える。引き
続き、効率と精度の維持・向上に努めて
いく。

1,813 8,072

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

地方税法、市税条例 3,104 1,824 1,824 8,186 10,010 3,225

説明：地方税法に基づき事務を行ってい
るため、制度改正の余地はない。また、
近年は税率改正以外の改正がないため、
業務フローも定まっている。
現行のフローに基づき、着実な課税事務
の執行に努める。

総合評価（課題・方向性）：
法人市民税の一部国税化の税制改正に
伴い、広報活動等の工数が増加した中
で、一定の効率は維持できたと考え
る。引き続き、効率と精度の維持・向
上に努めていく。事業

内容
・

活動
手段

事業年度終了2ヵ月後に提出
される法人市民税の申告書を
精査し、申告納税額の調定を
行う。申告期限までに申告書
の提出がないものについては
督促するとともに、都の通知
等を基に更正決定を行った。

申告書発
送法人に
対する申
告法人及
び更正決
定法人の
割合

03-02-03

課税課
市民税係

市民税・都民税
（個人）賦課事務

財政健全経営計画
実行プラン

9,885 3,313

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

①市内に事務所又は事業所を有する法人、②市内

に寮等を有する法人で市内に事務所又は事業所を

有しないもの及び③市内に事務所、事業所又は寮

等を有する法人でない公益社団又は公益財団で代

表者又は管理人の定めのあるもの

申告受付
法人数及
び更正・
決定法人
数廃止予定

の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

小平市 東村山市 清瀬市

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

上乗せ

給付
事業

該当

横出し

　

達成度

説明：
平成24年1月の新システムの導入に伴う業
務手順の変更も、4年間の試行錯誤の末、
概ね定まった。係員の経験年数が浅いこ
ともあり、当面は現在の運用を正しく理
解し着実に遂行することに努めていく。

効率性 3

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

791

780

158,415 27,105

事業
内容
・

活動
手段

地方税法、市税条例

29年度の方向性 現状維持

27,105 98,233

総合評価（課題・方向性）：
マイナンバー制度の活用開始や特別徴
収の一斉指定等、来年度の当初賦課事
務はより一層複雑化し事務負担量も増
加することが予想される。その中で、
他市との情報交換等を密に行い、疎漏
無く準備を行うことで、適正な課税に
努めていく。

127,182 818

27,516 96,869 124,385

上乗せ

該当
給付
事業

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある

東村山市 清瀬市

廃止予定
の有無

125,338

26,796

　

説明：H27.4～H28.3の間に、市民税係の
約半数の係員が異動した。大幅な戦力低
下がある中でも、課税の精度は担保しな
ければならないことから、作業工数は増
加している。
各職員の習熟度の向上に取り組み、効率
の向上に繋げるよう努めていく。

100,386

終期

根拠
法令
等

外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

対象

横出し

小平市

26,796

目的
・

意図

159,534 27,516

補助
金

指定
管理

一部
委託

全部
委託

賦課資料の収集を行い、所得内
容等を精査した者に対し5月から
6月に賦課決定をし納税通知書を
発送。その後に賦課資料を入手
したものについては、随時賦課
決定をするとともに7月から8月
に扶養否認を、8月から10月に未
申告調査を実施し賦課、更正の
決定を行った後納税通知書を発
送。

課税誤謬
による修
正件数

対象

1月1日現在において、市内に
住所を有する個人及び市内に
事務所・事業所又は家屋敷を
有する個人

申告期間
（2月中旬
～3月中
旬）中に
おける申
告受付件
数及び年
度末にお
ける賦課
資料件数

西東京市

 直営
（委託無）

地方税法・税条例等に則った
適正な課税をする。

155,497

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

行財政改革の推進

単位当たり
コスト

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

計画を推進していくために 03-02施策番号・名 03 財政基盤の構築

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

1.000%

課税課長
佐藤　貴泰

1.298%

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 4.432%

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

0.0640%

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

0.0200%

課税課長
佐藤　貴泰

0.0108%

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 0.0306%

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

0.0309%

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

88.0%

課税課長
佐藤　貴泰

87.7%

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 86.8%

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

85.8%

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

1

課税課長
佐藤　貴泰

0

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 1

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
減少を目
指す指標

0

03-02-08

課税課
市民税係

軽自動車税賦課事
務

03-02-07

課税課
家屋資産税係

固定資産税賦課事
務（償却）

03-02-06

課税課
家屋資産税係

固定資産税・都市
計画税賦課事務
（家屋）

03-02-05

課税課
土地資産税係

固定資産税・都市
計画税賦課事務
（土地）

　29年度の方向性 現状維持

地方税法、市税条例 19,123 2,363 2,363 8,186 10,549 552

説明：グリーン化特例等の税制改正によ
り、軽自動車税の賦課に必要な情報が増
えたことに伴い、平成27年度後半より、
J-LISからのデータの取得・取込み等の作
業工程が増えた。これらの工程の見直し
を行い、更なる効率化に努める。

総合評価（課題・方向性）：
現状維持。
次年度以降、更に大幅な税制改正（環
境性能割・種別割の導入）が入る見込
みであるが、課税誤謬を発生させず、
適正な課税事務の執行に努める。事業

内容
・

活動
手段

随時提出される軽自動車税申
告書等を精査し、４月１日現
在の所有者を確定する。その
後、軽自動車等のそれぞれの
税率に応じて賦課決定を行っ
た。 物件異動

の課税誤
謬による
修正件数

該当

上乗せ 達成度

11,08018,690 2,715

　

廃止予定
の有無

説明：
同上。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

593
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

2,715 8,365

横出し

18,985 2,371 2,371 8,072 10,443 550

効率性 3

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

4月1日現在において、市内に定置場の
ある原動機付自転車、軽自動車、小型
特殊自動車及び２輪の小型自動車を所
有する個人及び法人

４月１日
現在の市
内に定置
場のある
軽自動車
等の賦課
件数

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

目的
・

意図

地方税法・税条例等に則った
適正な課税をする。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

現状維持

地方税法、市税条例

1,735 1,715 1,715 6,346 8,061 4,646

総合評価（課題・方向性）：償却資産
については、申告に基づき課税を行う
ため当市から申告義務者に対して申告
を促すよう積極的に通知・啓発をして
いく。

事業
内容
・

活動
手段

11月に次年度用の申告用紙を
送付。提出された申告書内容
に基づき、全資産、増加資
産、減少資産分等のパンチ
データを作成し、電算処理を
行った。３月末日で価格決定
をし、翌年の５月に納税通知
書を発送した。

　29年度の方向性

　

財政健全経営計画
実行プラン

対象

説明：償却資産の課税は、納税者の申告
に基づき行われる。当市が把握している
申告義務者に対し、積極的に申告を呼び
かけることが必要であり、その手法につ
いては今後調査・研究していく。

　

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

制度改正の
余地がある

6,274

制度改正の
余地がある

業務フローに改
善の余地がある

目的
・

意図

地方税法・市税条例等に則っ
た適正な課税をする。

小平市

申告件数/
データ件
数

1,710

1,498

1,725 1,710

東村山市 清瀬市 西東京市

外部評価

　

1,642 1,498

データ件
数

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

7,984 4,628

効率性 3 達成度

説明：当市が保有しているデータをもと
に、対象となる償却資産保有者に対し申
告をするようアプローチしている。申告
期限後についても、保有データをもとに
個別に申告するよう通知している。今後
は、申告期限までに申告してもらえるよ
うな広報・啓発が必要と考えている。

8,308 5,0606,810

業務フローに改
善の余地がある

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

地方税法・市税条例等に則っ
た適正な課税をする。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

（課税誤
謬による
修正件数/
データ件

数）

46,010 7,618

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市内に固定資産（償却資産）
を所有している者

9,125

7,618

7,939

拡大

38,081 45,699 993

説明：未登記家屋の新築、滅失及び増改
築等による課税誤謬を減少させるため、
「家屋移動判別システム」や「全棟調
査」など新たな手法を用いる必要があ
る。

総合評価（課題・方向性）：限られた
職員数で市内全域の家屋調査を漏れな
く行うことは困難である。平成28年度
より航空写真を用いた「家屋移動判別
システム」を用い、市内全域の未登記
家屋の新築及び滅失などの把握に努め
るとともに、年度別に地域を絞り業者
へ「全棟調査」を委託することで課税
誤謬を減少させるようにしていく。今
後も、他市が用いている手法等を調
査・研究し適切な課税が行える方法を
検討していく。平成２７年度について
は、未登記家屋の「新築」、「滅失」
の申告が例年に比べ極端に少なかった
ため平成２８年度の目標値については
３年間の平均0.023％を下回る
「0.02％」を目標値としたい。

37,647

達成度 　効率性 3

1,063

45,586 998
説明：上記システムの導入に伴い、今
後、費用の増加が見込まれる。現状の課
税誤謬原因については、未登記物件の滅
失、新築及び増改築の把握漏れが主であ
るが、これらを市民の申告なしに把握す
ることは困難である。事業費増加の要因
となるが、これ以上の課税誤謬を減少さ
せるには「システム」及び「委託業務」
の導入が不可欠である。

39,013 48,138

　29年度の方向性

対象

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

地方税法、市税条例、都市計画税条例

上乗せ 横出し

市内に固定資産（家屋）を所
有している者

7月～2月に市内全域の現況調査を実施
し、課税客体の把握と評価対象物件
（登記・未登記）の家屋調査、評価を
実施。登記済通知書（表示・権利）に
よる所有権移転等の処理と異動データ
入力。３月末日で価格決定をし、翌年
の５月に納税通知書を発送した。

7,939

業務フローに改
善の余地がある ☑ 制度改正の

余地がある

事業
内容
・

活動
手段 45,657

廃止予定
の有無

データ件
数

45,292 9,125

現状維持

地方税法、市税条例、都市計画税条例

4,624 16,679 16,679 45,207 61,886 13,384

事業
内容
・

活動
手段

現況調査を9月～1月に実施。
登記済通知書（表示・権利）
によるデータ入力3月末日で
価格決定。翌年5月1日に納税
通知書を発送した.

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性

説明：公図や台帳等、一部の業務にアナ
ログ処理のものが残存しているので、電
算化による効率化の余地があるか検討し
ていく。

総合評価（課題・方向性）：
現状維持。今後も課税誤謬を減少させ
るよう適正な課税事務の執行に努め
る。
また、事務の効率化、課税誤謬の減少
に向け、現在、アナログ処理している
公図や台帳等の電算化について、他市
の状況なども注視しながら、今後、検
討していく。効率性 2 達成度 　

説明：年間を通じて、ほぼ適正な課税が
なされている。なお、固定資産評価にお
いて3年ごとに鑑定業務委託を行う関係か
ら、効率性の評価においては、この委託
料を除いて算定する。25年度鑑定業務委
託費17,434千円
次回は、28年度

17,535 44,749 62,284 12,108
廃止予定
の有無

対象 外部評価

32,404 46,373 78,777 16,747

全部
委託

財政健全経営計画
実行プラン

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

上乗せ 横出し

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

給付
事業

 直営
（委託無）

該当

終期

対象

市内に固定資産（土地）を所
有している者

延べデー
タ入力件
数 17,5355,144

4,704 32,404

((課税誤
謬による
修正件数/
延べデー
タ入力件
数))

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

地方税法・市税条例等に則っ
た適正な課税をする。

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

行財政改革の推進

単位当たり
コスト

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

計画を推進していくために 03-02施策番号・名 03 財政基盤の構築

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

600,008

課税課長
佐藤　貴泰

630,939

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 640,130

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

668,351

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

管財課長
久保田　嘉代子

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度） 　

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

財政課長
秋山　悟

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

財政課長
秋山　悟

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

市たばこ税の申告
納税事務

03-02-09

課税課
市民税係

達成度 　

説明：市内の取扱い事業者4社が毎月申告するた
め、申告数は48件で例年変動していない。
作業工数はたばこの売上本数には比例していな
い。申告数とは比例関係にあるが、申告数の多
寡に比例して変動する工数より、固定的に発生
する工数の占める割合が大きい。よって、今後
も大幅な工数の増減は見込まれず、費用対効果
の数値は調定額に左右される見込みである。

8,365 8,365 174.271
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

廃止予定
の有無

補助
金

目的
・

意図

地方税法・税条例等に則った
適正な税額を決定する。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

48 0

制度改正の
余地がある

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

29年度の方向性 現状維持

地方税法、市税条例 48 0 8,186 8,186 170.542

説明：地方税法に基づき事務を行ってい
るため、制度改正の余地はない。また、
近年は税率改正以外の改正がないため、
業務フローも定まっている。
現行のフローに基づき、着実な課税事務
の執行に努める。

総合評価（課題・方向性）：
現状維持。適正な課税事務の執行に努
める。

事業
内容
・

活動
手段

売り渡した月の翌月末日まで
に提出される市たばこ税申告
書を精査し、申告納税額の調
定を行った。

市たばこ
税調定額
(千円)

48 0

業務フローに改
善の余地がある 　

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

市内の小売販売業者へ製造た
ばこを売り渡す製造者、特定
販売業者及び卸販売業者

H27.4～
H28.3にお
ける申告
受付件数

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

　

8,072 8,072 168.167

効率性 3

03-02-10

管財課
管財係

普通財産管理事業

横出し

小平市

29年度の方向性
努力義務的
(法律・政令等)

2,145 8,159 14,558

10,659

24,862

37,489

説明：
今ある多くの狭小地について売却あるい
は有効活用等について検討を行う必要が
ある。

効率性 3

対象 市所有の土地、建物

管理して
いる土地
及び建物
（普通財
産）
（㎡）

18,978.1

目的
・

意図
東村山市 清瀬市

廃止予定
の有無

西東京市

地方自治法、東久留米市公有財産規則

 直営
（委託無）

達成度 　

説明：
普通財産として管理している土地及び建
物に大きく変動がないためコストの変動
が少ない。

2,086

根拠
法令
等

2,103 8,556 14,449 25,108

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

外部評価

終期 現状維持

総合評価（課題・方向性）：公有財産
（土地）の未使用地について、その実
態把握に努めるとともに、売却あるい
は有効活用等について検討を行う。

財政健全経営計画
実行プラン

上乗せ

該当
給付
事業

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

補助
金

指定
管理

一部
委託

全部
委託

1,311

1,323

18,963.7 10,304

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

対象

事業
内容
・

活動
手段

土地の賃貸借契約及び維持管
理

35,403 15,253 52,742 2,858

財産としての有効活用

18,456.4

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

予算を適正に執行する。小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

17

説明：補正予算編成回数に増減がないた
め、昨年度と比べ単位当たりコストに大
きく変わりがないことから３となってい
る。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図 9

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

横出し 効率性 3
4,412 245,111

9 4,563 4,572 268,941

9 4,403

386 6,186

29年度の方向性 現状維持

地方自治法第215条
地方自治法第220条

18 11 11 4,454 4,465 248,056

説明：予算管理事務は地方自治法で規定
されている事務であり、補正予算の編成
回数等も任意に決定できないため必ず行
う必要がある。

総合評価（課題・方向性）：補正予算
が組まれる都度、適正に遂行してい
く。

事業
内容
・

活動
手段

該当

上乗せ 達成度 　

廃止予定
の有無

　業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある
努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象 東久留米市の予算

補正予算
編成回数

918

当初予算
編成を
行った会
計数

予算の執行計画及び管理を行
う。

378 6,421 6,799 1,359,800

効率性 3 達成度 　

説明：人件費の減少により単位当たりコ
ストが減少となったが、昨年度と比べ大
きく減少していないため３となった。

6,765 1,353,000

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

予算編成方針に基づいた予算
を編成する。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

5 427 427 6,338

03-02-12

財政課

予算管理事務

制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

業務フローに改
善の余地がある ☑

03-02-11

財政課

予算編成事務

地方自治法第211条

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

根拠
法令
等 5 386

事業
内容
・

活動
手段

地方財政計画などを参考に歳
入予測を立てながらそれに見
合った歳出予算の編成を行
う。

6,572 1,314,400

説明：個別査定方式で編成作業を行って
いるが、予算編成方針や各年度の状況に
より査定方法等を変更する可能性があ
る。

総合評価（課題・方向性）：予算編成
事務は地方自治法第211条に定められ
ている通り、市の運営に欠かせない事
務であり、左記のとおり、予算編成事
務自体は必ず行う必要があるため現状
維持としている。
平成30年度の予算編成から、再構築後
の財務会計システムを運用して予算編
成することを予定しており、事務処理
の方法から予算書の構成まで大きな変
更が予想されるので、組織を挙げて対
応していく必要がある。

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
東久留米市の各会計予算(翌
年度予算)

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

5 378
廃止予定
の有無

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

行財政改革の推進

単位当たり
コスト

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

計画を推進していくために 03-02施策番号・名 03 財政基盤の構築

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

財政課長
秋山　悟

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

財政課長
秋山　悟

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

財政課長
秋山　悟

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

財政課長
秋山　悟

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

効率性

19

2,177 2,200

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

115 19 2,155 2,174
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

目的
・

意図

制度改正の
余地がある 　29年度の方向性 現状維持

東京都市町村総合交付金交付要綱 150 19 19 2,202 2,221 14,807

説明：東京都から指定された調査表を調
整し提出するもの。年度によって、調査
対象項目に一部変更があるため、調査に
要する時間が増える可能性がある。貴重
な財源である市町村総合交付金を確保す
るため、事業部との情報共有に努めねば
ならない。

総合評価（課題・方向性）：年３回の
東京都への財政状況報告及び総合交付
金要望のために実施する事務であり、
指定された調査表を作成し、東京都へ
報告を行うことが主な内容となる。報
告様式は東京都の指定となっており、
任意に変更することができないため現
状維持としている。

事業
内容
・

活動
手段 126 23 23

4 達成度 　

説明：昨年度と比べ財政事情調査の提出
枚数が増えたため、単位当たりコストが
大きく減少したため４となった。

18,904

25 21

業務フローに改
善の余地がある 　

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

財政事情
調査の提
出枚数

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

17,460

29年度の方向性 現状維持

地方交付税法第5条ほか 26 13 13 1,650 1,663 63,962

説明：各種項目について、東京都から送
付される調査表を調製し提出するもの
で、地方交付税の算定に係る基礎数値を
算定するものである。

総合評価（課題・方向性）：各種項目
について、東京都から送付される調査
表を調製し提出する業務である。調査
対象となる項目は、国が定めており、
市町村が調査項目を変更することはで
きないため、方向性を現状維持として
いる。

事業
内容
・

活動
手段

該当

上乗せ

　

達成度 　

対象 外部評価

横出し

26 17

21 1,817

制度改正の
余地がある

1,616

1,546 59,462

効率性 3

業務フローに改
善の余地がある

説明：交付税検査の実施に伴い、その対
応にかかる人件費が増加したものの、昨
年度と比べ単位当たりコストが大きく増
加していないことから３となった。

1,838 73,520

17 1,529

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

東京都へ
の数値報
告回数

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

財政健全経営計画
実行プラン

交付税基礎数値調査表

東京都から送付される交付税
基礎数値に関する調査表を作
成し東京都へ報告する。4月
～5月にかけてはヒアリング
が実施される。

当該年度の交付税算定が正確
に行われるようにする。

拡大

地方自治法第233条
地方公共団体財政健全化法第3条

140 1,429 1,429 2,062 3,491 24,936

説明：決算資料作成事務の中の「主要施
策の成果説明書・財政指数表」は地方自
治法で規定されている事務であり、作成
する必要がある。健全化判断比率も同様
である。また、今後、新公会計制度の導
入により財務諸類については大きく作業
量が増える可能性がある。

総合評価（課題・方向性）：地方自治
法第233条では決算を議会の認定に付
するにあたっては、主要な施策の成果
を説明する書類を合わせて提出するこ
ととされているため、この書類につい
ては現状維持である。今後、新公会計
制度の導入により財務諸類については
大きく変更となり、また、健全化判断
比率にも資産老朽化比率等が位置づけ
られることも予想されることから、方
向性は拡大とする。

事業
内容
・

活動
手段

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性

2,079 3,679 24,527

効率性 3 達成度 　

説明：作業事務の見直しによる人件費の
減少等はあるものの、昨年度と比べ単位
当たりコストが大きく減少しなかったた
め３となった。

2,155 3,771 25,140

150 1,600

150

4,236167 11 11 4,225

1,600

1,616

該当
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 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

財政健全経営計画
実行プラン

対象

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

外部評価

議会、各課、市民

「主要施策の成果説明書・財
政指数表」をはじめ決算資料
を作成し、財政健全化判断比
率を算定する。
また、財務書類の作成を行
う。

決算状況をより詳細に把握
し、理解してもらう。

29年度の方向性 現状維持

地方自治法第252条の17の5第2項、3項
地方財政法第30条の2

162 24 24 4,268 4,292 26,494

説明：国が実施する地方財政状況調査に
基づき、その作成要領に沿って調査表を
作成し提出している。年度によって、様
式等に一部変更があるため、調査に要す
る時間が増える可能性がある。

総合評価（課題・方向性）：国が実施
する地方財政状況調査に基づき、その
作成要領に沿って必ず作成する必要が
あるため現状維持としている。

事業
内容
・

活動
手段 152

行政
補完的

政策的

効率性 3

 (改正実施年度　　年度)

03-02-13

財政課

決算統計事務

決算統計
において
提出した
調査表枚
数

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

21 4,305

達成度 　

廃止予定
の有無

説明：作業事務の効率化による人件費の
減少等はあるものの、昨年度と比べ単位
当たりコストが大きく減少しなかったた
め３となった。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

決算分析の対象データが市の
財政状況の分析・把握につな
がり、また、正確な調査表を
調製することにより、財政健
全化を図る指標となる。

小平市 東村山市

給付
事業

根拠
法令
等

上乗せ 横出し

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

清瀬市 西東京市

4,326

決算結果を国の統一基準であ
る普通会計に置換分析する。
分析に用いるデータは財務会
計システムより抽出し、その
データをもとに全国統一様式
の各種調査表を作成する。財
政課職員で約１ヶ月を要す
る。東京都の検収を経て国へ
の報告に至る。

28,461

25,365

決算統計調査表

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

財政事情調査表

東京都から送付された市財政
に関する調査表(予算額、決
算見込等)を作成し、調査表
の内容について、4月・10
月・1月にヒアリングが実施
される。また、ヒアリングと
ともに市町村総合交付金の要
望も行う。

東久留米市の各期における財
政状況を東京都に報告する。
また、総合交付金については
対象事業を東京都へ報告す
る。

03-02-14

財政課

決算資料作成事務

03-02-16

財政課

03-02-15

財政課

地方交付税算定事
務

財政事情事務

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

作成部数

行政
補完的

政策的

東久留米市



平成28年度事務事業評価表（平成27年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

行財政改革の推進

単位当たり
コスト

事務事業名

基本事業番号・名

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標
（単位）

実績値

計画を推進していくために 03-02施策番号・名 03 財政基盤の構築

目標達成率

評価目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

管財課長
久保田　嘉代子

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ ■ その他（都内全区市町村）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

□ ■ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

財政課長
秋山　悟

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

総務課長
浦山　和人

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度） 　

■ □ □ 平成27年度
平成28年度

目標値
平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

主幹
土屋　健治

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

近隣市
状況

□ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 ■ □ 対象(平成　　年度） 　

　　

　

説明：市長の諮問に基づき審議会を開催
する。27年度も開催していない。

03-02-19

総務課
庶務担当

特別職報酬等審議
会事務

0
廃止予定
の有無

対象

管財課契
約件数
 (件)

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

194 261

廃止予定
の有無

公平性・公正性・透明性と競
争性を兼ね備えた入札を執行
し、適正な契約を締結するこ
と。財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

190

行政
補完的

政策的

上乗せ

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

外部評価

03-02-17

管財課
契約係

入札・契約事務

業務フローに改
善の余地がある ☑ 制度改正の

余地がある 　29年度の方向性

入札・契約

208 216 216 17,398

事業
内容
・

活動
手段

根拠
法令
等

地方自治法、地方自治法施行令、東久留米市契約事務規則

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

261 17,897

財政健全経営計画
実行プラン

対象

現状維持

17,614 84,683

説明：現在契約管理システム・業者管理
システムのいずれも導入されていないた
め、管財課に限らず、全庁的に手作業に
依存している状況である。財務会計シス
テムと連動するシステムを導入すること
により、大幅な事務改善が可能である。

総合評価（課題・方向性）：現在検討
を進めている財務会計システムの再構
築にあたっては、契約管理システム及
び業者管理システムをサブシステムと
して導入する予定となっているため、
システムの本稼働時には全庁において
統一的・効率的な事務処理が可能とな
る見込みである。

17,460 92,872

効率性 3 達成度 　

説明：管財課契約件数は各課からの依頼
によるため、年度間の増減には関与でき
ない。一方、事務費の増減率は年度によ
り大きく変動するが、金額としてはわず
かな変動である。これに対して人件費は
ほぼ一定しており、結果としてコストの
変動は小さいものとなっている。

18,158 93,598

外部評価

横出し

0 0

29年度の方向性 現状維持

0

説明：市の財政状況・社会経済情勢・人
事院勧告等によって、市長の諮問に基づ
き開催される審議会事務である。

総合評価（課題・方向性）：市長の諮
問に基づき審議会を開催する。27年度
も開催していない。

達成度

0 0 0 #DIV/0!

137,000

効率性

　

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

横出し

東京電子自治体共同運営電子
調達サービスを利用して入札
参加者の資格審査及び電子入
札を行い、手作業で業者選定
と契約締結事務を処理してい
る。また、庁内全課の特命随
意契約について、手作業で管
財課長合議を行っている。

190 17,270188

制度改正の
余地がある

効率性 3

業務フローに改
善の余地がある

3

業務フローに改
善の余地がある

現状維持

1,459

対象

申請・借
入件数

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

対象

132,636

説明：予算の執行上、必要な財源を確保
するために、適切な起債計画・借入を行
う事務であり、事業数の増減により単位
当たりコストが大きく変動する可能性が
ある。

総合評価（課題・方向性）：地方交付
税の振り替わり措置であり、一般財源
の補てんとして発行可能である臨時財
政対策債や、普通建設事業に対する資
金として調達する事業債の発行は、今
後も継続せざるを得ないことから現状
維持としている。
公共施設の長寿命化のための改修費
や、建て替えのための費用が今後増大
していくため、将来に向けては起債関
連事務が増えることも予想される。

制度改正の
余地がある 　29年度の方向性

1,644

根拠
法令
等

達成度 　

説明：申請件数の減少に伴い、人件費等
が減少したものの、単位当たりコストが
大きく減少しなかったため３となった。

1,553 194,125

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市

事業
内容
・

活動
手段

上乗せ 横出し

159

廃止予定
の有無

176 1,468

159 1,394

12 176

西東京市

財政健全経営計画
実行プラン

8

地方自治法第230条
地方財政法第5条

11 98

地方債申請先及び借入先

起債についての協議・届出及
び資金の借入先への借入申請
を行う。また、起債管理シス
テムにより地方債残高、元利
償還金の管理を行い、定期的
に地方債の償還を行う。

0 0 #DIV/0!

開催件数
（回）

0 0

0 0

98 1,361

0 0 #DIV/0!

03-02-18

財政課

地方債管理事務

国の地方債計画に基づいて適
正な事業区分及びより有利な
条件での借入を行う。また、
過年度に借入れている地方債
については適正な償還事務を
行う。

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象

特別職

行政
補完的

小平市 東村山市

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

目的
・

意図

特別職の報酬等の適正化を図
る。

清瀬市 西東京市

東久留米市特別職報酬等審議会条例

事業
内容
・

活動
手段

適正な特別職の報酬等につい
て審議する。

該当

上乗せ

対象

進出希望企業、地権者（UR都
市機構、財務省関東財務局）

上の原土
地利用構
想連絡会
の開催、
地権者と
の調整、
企業等へ
の訪問
（来庁）
によるヒ
アリング
(回)

115

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

上乗せ 横出し

31

03-02-20

企画調整課

上の原地区企業等
誘導事業

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期
業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　29年度の方向性 現状維持

上の原地区活性化方針

21 52 52 3,484 3,536 168,381

説明：
土地所有者、企業等の調整を継続して実
施するとともに、計画策定や都市計画変
更などを行うなど、土地利用転換に向け
て、適正なフローを経て制度改正を行っ
ている。

総合評価（課題・方向性）：
前年度より引き続き土地所有者、企業
等との調整を継続して実施するととも
に、地区の整備方針である「上の原土
地利用構想整備計画」を策定し、地区
内の街区整備の方向性等を示した。ま
た、地区内の都市計画変更も行った。
今後も土地所有者、企業等との調整を
継続していくとともに、庁内連携を図
り、地区内の土地利用転換及び企業誘
導を進めていく。

事業
内容
・

活動
手段

上の原地区を対象に、新たな
企業等を誘導するための市の
構想を策定するとともに、庁
内検討組織の運営、地権者と
の調整、企業等へのＰＲ及び
関係構築を進める活動に取り
組む。

該当

3,051115 2,936

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

166,704

98,419

効率性 1 達成度 　

廃止予定
の有無

説明：
本業務は事業者調整、計画策定等の様々
な事務が複合的に重なり合っており、単
一の活動指標で単位当たりコストを算出
するにはそぐわないと考える。今後とも
効率的に地区内の土地利用転換及び企業
誘導を進める。

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

まちの活性化を図るととも
に、安定した税収を確保する
こと。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

54 119 9,002119 8,883

東久留米市


